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事前確認・相互協議における効率化の追求
米国APMAプログラム、OECDの相互協議への取組みを参考として

大　城　隼　人
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１　はじめに（問題の所在）

　OECD/ G20 は、2013 年 7 月に「税源浸食と利益移転に関する行動計画（BEPS行動計画）」

を公表した。BEPS行動計画には、BEPS へ包括的に対処する 15 の行動が示され、紛争解決

は、BEPS行動計画 14 で示されている。BEPS行動計画 14 では、ミニマムスタンダードの実

施に合意した各国・地域の税務当局が相互審査（ピアレビュー）をすることにより相互協議

を審査していく。2023 年においては、ピュアレビューの評価基準を変更 1）することやまた、

「OECD税制上の確実性の日（OECD Tax Certainty Day）」を設けて、事前確認・相互協議の状

況（統計データ）を公表 2）した上で、優秀な結果をもたらした権限ある当局へ「賞（Award）」

を設ける取組みを行っている。取り組みはあるものの、その本質は諸外国いわゆる、外圧に

よる相互監視が行われているとも評価できる。

　相互協議手続（MAP）の繰越件数が増えてきている状況が各国悩みどころであるところと

なっている。

　一方、同様の悩みを抱える米国も効率化を追求する観点から、2023 年より、APMAプロ

グラムという事前確認に該当する案件か、それとも ICAPで行う等で行うのかという事前確

認案件として相応しい案件なのかと事前レビューする、新たな事前審査プロセスを導入して

いる。

　そこで、日本においても、相互協議の状況においては、繰越件数が増えてきた現状を踏ま

えた上で、相互協議の効率化に焦点を当てて検討を行うこととする。

２　日本の事前確認・相互協議

2.1　事前確認（Advance Pricing Arrangement: APA）の概要

　わが国では、昭和 61 年に移転価格税制が創設された。これに併せて昭和 62 年、世界に先
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駆けて事前確認が創設された。事前確認 3）（Advance Pricing Arrangement: APA）とは、「納税

者が税務当局に申し出た独立企業間価格の算定方法等について、税務当局がその合理性を検

証し確認を与えた場合には、納税者がその内容に基づき申告を行っている限り、移転価格課

税を行わないという制度 4）」である。これら事前確認の目的は、「独立企業間価格の算定に

関して、税務当局と納税者との間で事前に確認することにより、移転価格課税に関する納税

者の予測可能性を確保し移転価格税制の適正・円滑な執行を図ることにある 5）」としている。

　金子宏教授は、「移転価格税制というのは、独立企業間価格というある種不確定概念を用

いて算定されるものであるから、予測可能性を高めるために事前確認は非常に有効 6）」であ

ること述べている。本庄資教授は「納税者は、事前確認を受ければ、その範囲内では事後に

更正される懸念がなくなり、税務調査、更正、異議申立、審査請求、訴訟、相互協議などの

一連の煩瑣な負担を免れるのみならず、事業の遂行に税についての予測可能性を反映させる

ことができる。税務当局も確認に至るまでに相当の資料情報と各種のデータ分析など膨大な

事務量を投入する必要があるが、事後の税務調査及び紛争処理に要する事務量をカットでき

れば、この制度のメリットを享受することができる 7）」とし、「無形資産や役務提供の移転

価格については、事後的な課税問題を効果的に処理するため、事前確認（APA）制度の活用

が望ましい 8）」、「移転価格課税は力で課税するよりも事前に納税者の納得を得るほうがスマ

ートである 9）」と述べていることから、事前確認（APA）制度の活用が移転価格の問題の解

決策の一端といえる 10）。

　事前確認制度の目的の論点を整理してみると、①事後に更正される懸念がなくなり、税務

調査、更正、異議申立、審査請求、訴訟、相互協議などの一連の煩瑣な負担を免れる、②納

税者の予測可能性、法的安定性を確保し、移転価格税制に基づく増額更正等の処分を受ける

リスクを回避できる、③課税に伴う紛争の未然防止、調査事務の削減、移転価格税制の啓蒙

を通じて、移転価格税制の適正・円滑な執行を可能にすることにある。加えて、相互協議を

通じてわが国において一定の課税権の確保が図られることともなる。

　事前確認には、一国内事前確認（unilateral APA）と二国間事前確認（bilateral APA）を伴

う事前確認がある 11）。一国内事前確認は、日本国内において納税者が税務当局に独立企業

間価格の算定方法等について確認を求めるもので、この場合は国外関連取引を有する外国の

納税者が外国税務当局に課税されるリスクの回避までは保障されないが、相互協議を伴う事

前確認に比べ、通常、確認に至るまでの処理が早くなる。二国間事前確認では、独立企業間

価格の算定方法等について、当該取引の当事者を所轄する税務当局間で相互協議を行い、移

転価格課税についての予測可能性を確保すると同時に二重課税のリスクを回避することを目

的としている。なお、日本においては諸外国のような多国間事前確認（Multinational advance 

pricing arrangement）・マルチ APAは想定していない。相互協議を伴う事前確認では、納税者

の双方（又は多数の国）の税務当局から法的安定性を得ることができるため、日本を含む多
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くの国で相互協議を伴う事前確認が行われている。

　事前確認が成立すると、納税者の対象事業年度内の国外関連取引に対して税務当局は課税

することができない。その結果、移転価格課税に伴う経済的二重課税が生じることはない。

事前確認制度は移転価格税制特有の紛争を事前に解決するという役割を果たしている。移転

価格税制は、国外関連取引に関して独立企業間価格を算定するという税制であるが、同税制

の適用に当たっては、納税者も税務当局も多大なコスト（時間、労力、費用）を要すること

になる。したがって、事前確認（APA）制度の活用が移転価格の問題の解決策の一端といえ

る。また、事前確認のメリットとして、国税庁「別冊移転価格税制の適用に当たっての参考

事例集」事前確認において「事前確認の申し出から事前確認通知が行われるまでの間に、事

前確認対象事業年度に係る申告期限の到来により当該事業年度に係る申告が行われた場合に

おいて、事前確認手続がおこなわれている間は、当該申告にかかる確認対象取引は移転価格

調査の対象とはならない 12）」と記載されている。すなわち、調査中の未然の回避 13）ができ

る点も利点してもある。

　事前確認の処理の長期化が問題となっているが、事前確認の処理促進として、「事前確認

が移転価格税制に係る法人の予測可能性を確保し、当該税制の適正・円滑な執行を図るため

の手続であることを踏まえ、我が国の課税権の確保に十分配慮しつつ、事案の複雑性・重要

性に応じたメリハリのある事前確認審査を的確・迅速に行う。また、事前確認手続における

法人の利便性向上及び事前確認手続の迅速化を図るため、事前相談に的確に対応する 14）」と

加えられた 15）。

2.2　事前確認手続および相互協議の流れ

　わが国では、事前確認は納税者の申出により開始される 16）。現在、わが国の事前確認に関

する手続は、移転価格事務運営要領において規定されている 17）。

　相互協議を伴う場合の事前確認手続は概ね以下のとおりである。

　APA申請対象となる取引及び関連する当事者が果たしている機能及びリスク等の事実関係

について移転価格分析を行う。②「事前相談」を行い、課税庁と意見を交換する。事前相談

とは、「事前確認を受けようとする法人が、事前確認の申し出の前に、事前確認を申し出よ

うとする独立企業間価格の算定方法等について局担当課（必要に応じて庁担当課及び庁相互

協議質を含む）と行う相談（代理人を通じた匿名の相談も含む）18）」をいう。③「事前相談」

を踏まえ、詳細な移転価格分析を行い、正式申請書類作成し提出 19）。④ APA正式申請後は、

各申請国の国内において審査が行われる。また、審査段階において提出を要求される資料の

作成及び追加的分析も必要になる。⑤ APAが合意に至った場合、納税者はその対象期間中

は APA合意内容に基づく移転価格の設定を行い、またその旨を毎年課税庁へ報告をする必

要がある（年次報告）。⑥事前確認を行うこと又は事前確認審査を開始することが適当でな
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い場合も 6‒14 で定めている。

　事前確認の効果について、移転価格事務運営要領 6‒15 おいて「所轄税務署長は、5‒15（5）

の事前確認する旨の通知を受けた法人（以下「確認法人」という）が確認事業年度において

事前確認の内容に適合した申告を行っている場合には、事前確認を受けた国外関連取引（以

下「確認取引」という）は、独立企業間価格で行われたものとして取り扱う」としている。

2.3　相互協議（MAP: Mutual Agreement Procedure）」による紛争解決と実務上の困難性

　相互協議 20）は、租税条約の規定に適合しない課税に関する申立てを行う場合又は双方居

住者の取扱いに係る協議に関する申立てを行う場合の手続をいう。相互協議とは、納税者が

租税条約の規定に適合しない課税を受け、又は受けると認められる場合において、その条約

に適合しない課税を排除するため、条約締結国の税務当局間で解決を図るための協議手続を

いう。わが国においては、租税条約において、相互協議に関する規定が置かれている。

　各国も含め主に移転価格課税の適用であり、移転価格課税により国際的な二重課税が生じ

た場合、二国間の事前確認を納税者が求める場合等には、外国税務当局との相互協議を実施

して問題の解決を図っていく。

　日本の相互協議は、OECDモデル租税条約 25 条に準拠し、国税庁「移転価格事務運営要

領」の基本方針・調査方法、源泉地国の執行の差異を踏まえた上で解決 21）を図る。

（参考）基本的な相互協議の流れ

出所）国税庁 HP

　わが国が締結している租税条約において、相互協議規定が設けられている 22）。

2.4　国税庁　報道発表「相互協議の状況」について

　国税庁「令和 4事務年度の「相互協議の状況」について（令和 5年 11 月）」によると、令

和 4事務年度の発生（合計）が 301 件、処理 191 件、繰越 742 件となっている。

　処理期間（令和 4 事務年度）について、処理事案 1 件当たりに要した平均処理期間は、

30.2 か月（令和 3事務年度：31.6 か月）となっている。事前確認事案及び移転価格課税その

他事案 1件当たりに要した平均処理期間も同程度であり、事前確認事案は 30.5 か月（令和 3

事務年度：31.6 か月）、移転価格課税その他事案は、29.2 か月（令和 3事務年度：31.5 か月）

となっている。

　日本の統計の取り方について、諸外国と比すると申請、処理、更新、修正、繰越、更新の

納税者からの
事前相談

納税者からの
相互協議の申
立て

国税庁と外国
税務当局との
相互協議

合意に先立っての
申立者の意向確認
（申立者の同意）

相手国との合意
（合意に基づく調整）
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繰越が抜けており開示が求められる 23）。

相互協議事案数の推移
（単位：件）

事務年度
相互協議事案数の種別

合計
事前確認 移転価格課税 その他

令 2

発生 146 34 5 185

処理 122 30 3 155

繰越 431 123 18 572

令 3

発生 188 49 9 246

処理 130 42 14 186

繰越 489 130 13 632

令 4

発生 243 47 11 301

処理 146 36 9 191

繰越 586 141 15 742

出所）国税庁「令和 4事務年度の「相互協議の状況」について（令和 5年 11 月）」別紙 1.

　次に、相互協議繰越事案の相手国・地域として、米州は 3か国、アジア・太洋州は 12 国・

地域、欧州・アフリカは 15 か国となっている。これらは、OECD加盟国と OECD非加盟国・

地域とわけて表記している。

　日本の相互協議繰越事案の相手国・地域について、諸外国と比すると、事前確認・相互協

議がこれまでの経験が大きい国や、難航する国・地域等と効率化の観点からわける必要があ

ると考えられる。移転価格事務運営要領でも、この部分は明記されていない。

　 相互協議処理事案の内訳、業種別内訳として、日本の統計では、大きく製造業・卸売・小

売業、その他という 3分類で表記している。日本標準産業分類または USSICコードに基づ

き 9区分で表記し、問題が多く発生する業種別等と開示し明確にすることが必要と考えられ

る。さらに、日本においては、諸外国と比べると、関連事業体間の関係の性質（米国親会社

と外国子会社、外国親会社と米国子会社、姉妹会社、外国会社と米国支店、米国親会社と米

国属領子会社、米国会社と外国支店、パートナーシップ）が抜けており開示が求められる。

　対象取引別内訳として、棚卸資産取引、役務提供取引、無形資産取引と 3区分としている。

グローバルトレーディング、高付加価値役務提供・低付加価値役務提供、金融取引（親子ロ

ーン、債務保証等）、コストシェアリングへの寄与、コストシェアリング・バイイン支払が

抜けており、開示が求められる。さらに無形資産の認定の問題（重要な無形資産、評価困難

な無形資産の認定等）や独立企業原則による取引の再構築の問題や取引の経済的実質が取引

の形式と異なる場合や取引に関連した取極めが独立企業の商業的合理的に行うであろう取極
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めと異なる場合等が抜けており開示が求められる。

　独立企業間価格の算定方法の内訳について、2019 年から新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の影響により、世界規模で影響を受けている。処理事案で件数の多い取引単位

営業利益法（TNMM）が多いとはいえ損失の取扱い、コロナ期間中の取扱い等 24）が抜けて

おり開示が求められる（多くは年次報告で影響を受けている場合が多いと考えられる）。

2.5�　ICAP国際コンプライアンス保証プログラム（International Compliance Assurance 

Programme）

　国際コンプライアンス保証プログラム（International Compliance Assurance Programme：以

下 ICAPという 25））とは、OECDの税務長官会合（FTA）の下で決定されたボランタリーベ

ースのプログラムであり、早期に税の安定性と保証を提供する目的の下に、多国籍企業と税

務当局間の開放された協力的な多国間の約束を可能とすべく国別報告書や他の情報を活用す

ることを内容としている。多国籍企業と複数の税務行政当局が協力して多国籍企業の税務リ

スクを評価、保証する自発的多国間プログラムとなっている。

　多国籍企業グループは国別報告書やその他の納税者が提供する情報等をもとに、判定する。

税務当局間の税務リスクについて事前確認（APA）のような一定の法的確実性を提供するも

のではないが、税務リスクを「（1）ハイリスク、（2）ミドル、（3）ローリスク」と 3段階で

判定し、結果通知書が作成される。ハイリスクと判定された場合には、納税者が自ら自社へ

持ち帰り、自ら取引を見直す機会（税務ガバナンスの再強化）になる。ミドル、ローリスク

の場合には、移転価格文書化で記載しリスクを認識していく。

　納税者の観点からは、一定の期間は当該事項の更なる検討のための税務調査は行わないで

あろうとの「安心感（comfort）」や「保証（assurance）」を与えるものとなっている。

　審査の対象となるリスク事項としては、移転価格、恒久的施設（PE）、ハイブリッド・ミ

スマッチ・アレンジメント、源泉所得税や租税条約上（の特典）などが想定されている。

　特に言及すべきは、スピード感である。ICAPでは、28～50 週で完結する取組みとなって

いる。事前確認は相互協議室が担当し、ICAPは、異なる専属の部署で担当するため迅速化

が可能となっている。

　具体的に、4－8週間で参加税務行政当局の選定及び初期提出文書のレビューが行われ。20

週間以内に参加多国籍企業は本格審査のための文書提出を求められ、参加多国籍企業と税務

行政当局の間での議論を通じて対象事項の審査が行われる。4－8 週間に、参加多国籍企業

は、リード役である税務行政当局からの ICAPのプロセスが完了した旨のレター及び各参加

税務行政当局からの対象事項に係る審査結果のレターを受け取る。

　現在のところ、日本においては、米国の APMAのような相互作用が働く仕組みとはなっ

ていないといえる。そのため、税務リスクの判断は紛争解決まで踏まえた上での事前回避の
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選択（APA（ユニラテラル、バイラテラル）や ICAPの選択は、納税者に委ねられるといえ

る。APAや ICAPを申請する取引は、国境を超える取引となるため、納税者、税務当局と方

向性が一致する取組みも必要になると考えられる。

　日本においても、2018 年スタート時より試験的に ICAPが導入された経緯があるところ、

今や事前の紛争回避への一角となっているともいえる 26）。現在のところ導入国は限定的とな

っているが、今後は増えていくものと考えられる。

３　OECDの紛争解決（Dispute resolution）に関する取組み

3.1　OECDの紛争解決（Dispute resolution）に関する取組み 27）

　従前より、相互協議の件数については、世界的にも増加傾向にあった。増加していく件数

を効果的かつ効率的に処理するためには、二国間の取組だけではなく、多国間での取組も重

要となる。

　紛争解決の基本的な総論は、『OECD移転価格ガイドライン』「第 4章　移転価格に関する

紛争の回避及び解決のための税務執行上のアプロ－チ」で詳細に示されている。OECD移転

価格ガイドラインは拘束力のないソフトローではある。しかし、今や OECD/G20 の BEPS包

摂的枠組み（Inclusive Framework on BEPS（以下「IF」という））の下、国際慣習法の観点、

さらに、「移転価格の国別プロファイル」の公表 28）において拘束力のあるものとなってきて

いる 29）。

　2007年 2月、OECDは「実効的な相互協議マニュアル（Manual on Effective Mutual Agreement 

Procedures；以下MEMAPと略記）」を発表している。ここでは、相互協議手続のプロセス及び

その機能のあり方に対する認識を高めるための指針であり、拘束力のあるものではないが、

相互協議手続の運用に関する基本的な情報を提供し、相互協議手続の最善なる慣行（Best 

Practice）を確認するものとなっている。

　2023 年 2 月、OECDは、多国間の相互協議（MAP: Mutual Agreement Procedures）および

事前確認（APA: Advance Pricing Arrangements）の処理に関するマニュアル（Manual on the 

Handling of Multilateral Mutual Agreement Procedures and Advance Pricing Arrangements 

Arrangements：以下、MoMAという）を公表 30）している。

　MoMAは税務長官会議（FTA: Forum on Tax Administration）の税の確実性に関する取り組

みの一部であり、FTA相互協議フォーラムのメンバーと、多国間相互協議・多国間事前確認

の幅広い使用の可能性を検討する同フォーラムの専門委員会が共同で作成している。

　MoMAは、法的観点と手続き上の観点から見た多国間の相互協議・事前確認手続に関する

指針として公表されている。その手続きの運用に関する情報が税務当局と納税者向けに示さ

れており、拘束力のあるルールを何ら課すことなく、各国・地域の実務に応じたアプローチ
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が提案されている。MoMAはまた、税務当局が相互協議・事前確認の事案を多国的に検討で

きるよう、納税者に期待する行動および協力も示している。

　エグゼクティブサマリーでは、多国籍企業が関係する同一の取引または取り決めの別々の

部分が、複数の二国間租税条約の対象である場合においては、多国間の相互協議・事前確認

を利用すれば、納税者と税務当局のいずれにとっても税の確実性が高まる。しかし、多国間

での確実性確保を目的とした、二国間の相互協議・事前確認事案の調整については、経験が

限られている国・地域がほとんどとなっている。MoMAには、多国間の相互協議・事前確認

事案の処理および解決について各国・地域向けの指針が示されており、次の 4つの事項を網

羅しているといえる。①多国間相互協議・事前確認事案の処理に関する基本事項、②多国間

事案にて考慮すべき手続き上の要素、③多国間事案の例、④一般的な多国間事案のスケジュ

ールの目安。

3.2�　BEPS14「紛争解決メカニズムの実効性の向上（Make dispute resolution mechanisms 

more effective）」に関する取組み

　OECD/G20 が立ち上げた BEPS（Base Erosion and Profit Shifting：税源浸食と利益移転）プ

ロジェクトにおいても、意図しない二重課税の発生等の不確実性を排除し、予測可能性を確

保するために、租税条約に関連する紛争を解決するための相互協議手続をより実効的なもの

とすることが図られている。2015 年 10 月に公表された最終報告書（行動 14 最終報告書）で

は、実効的な相互協議の実施を妨げる障害を除去するために各国が最低限実施すべき措置

（ミニマムスタンダード）等が勧告 31）されている。

　ミニマムスタンダードについては、その実施を確保するため、各国・地域における実施状

況のモニタリングを行うこととされてた。このモニタリングは、OECD 税務長官会議（FTA：

Forum on Tax Administration32））に設けられている相互協議フォーラム（FTA MAP フォーラム）

において、2016 年 12 月から開始されており、ミニマムスタンダードの実施に合意した各国・

地域の税務当局が相互審査（ピアレビュー）することにより行われている。

　日本に対する相互審査はすでに実施され、2018 年 8 月末に報告書が OECDより公表され

ている。この相互審査を日本はクリアし、世界からはMAPは機能していると評価されてい

る。現在においては、この取り組みにより、各国の税務当局の強化が行われている。

　現在は、新しく開発された報告フレームワーク（「MAP統計報告フレームワーク」）の下

IFメンバーは、MAP統計を報告する取組みを行っている。

3.3　OECDにおけるMAP統計（Mutual Agreement Procedure Statistics）

　IFメンバー全ての加盟国は、合意された報告枠組みに従った相互協議統計の適時かつ完全

な報告を含む、行動 14 の最低基準の実施にコミットする必要がある。
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　BEPS14 に従った、MAP統計によると下記、図表のとおりとなっている。IFメンバーでの

相互協議の期間平均については、移転価格の事例では、28.9 か月、その他のケースは、22.17

か月となっている。

すべてのケース* 2022 年インベントリ
（前期繰越）の開始

2022 年に開始
したケース

2022 年に締結
されたケース

2022 年繰越の
終了

2016 年 1月1日以前、または IF
に加盟した年の案件

1307 0 289 1018

2016 年 1月1日以降、または IF
に加盟した年に受理されたケース

4990 2493 2086 5398

出所）OECD　 Mutual Agreement Procedure Statistics（HP）

　2022 年の管轄区域ごとの相互協議統計（Mutual Agreement Procedure Statistics per jurisdiction 

for 2022）において、2016 年度以降の単年度、累計の各国別と詳細に統計データが抽出でき

る取組みとなっている 33）。

　OECDも案件によって相互協議の状況も異なることを重々周知しているため、「OECD税

制上の確実性の日 （OECD Tax Certainty Day）」を設ける等と事前確認・相互協議の状況（統

計データ）を公表 34）した上で、優秀な結果をもたらした権限ある当局へ「賞（Award）」を

設ける取組みを行っている。

４　米国の取組み

4.1　米国の事前価格決定合意（Advance Pricing Agreement）の取組み

　米国では、事前価格決定合意（Advance Pricing Agreement）を IRSと納税者との「拘束

力のある契約（a binding contract）」としている。これにより IRSは、納税者が合意した移

転価格算定方法（transfer pricing methodology: TPM）に従って、対象年度の税務申告書を提

出する場合に当該対象取引については、IRC482 に基づく「移転価格調整（transfer pricing 

adjustment）」、いわゆる移転価格課税を行わないことに合意するものである。米国の APAは、

移転価格（コスト・シェアリング・アレンジメントを含む）の適正な取扱いについて納税

者と IRSが「合意」することができるように設計されている。そのため、米国では APAは、

「法的に執行可能な合意（a legally enforceable agreement）」であるとされる。ユニラテラル

APAは、妥当な移転価格算定方法（transfer pricing methodology: TPM）に関する納税者との

合意であるとされ、バイラテラル APA35）は、特定の TPMに関する納税者と IRSとの合意を

租税条約 25 条の相互協議手続により、その TPMを妥当とする米国と外国との税務当局間の

合意とが結合したものとしている 36）。

　米国は、RRA98 後における納税者の権利保護と税務行政の効率化を結合させる IRSコン
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プライアンス戦略の推進のなかで納税者と IRSが最も対立するおそれがある移転価格課税の

分野でも、訴訟減少政策により、「訴訟なき税務行政」を推進する上で、最も価値のある「納

税者と IRSとの合意」を重視する 37）。その結果、米国は、APAが IRSの申告前の移転価格

決定活動（pre-filing transfer pricing activities）として有用であることが実証されている 38）。本

庄資教授は、「理論的に APAの発展と移転価格訴訟の激減との相関関係を論ずることはでき

ないが、IRSの訴訟を減少させる基本的政策の狙いどおりの現象が起きていることは事実で

あり、この一点だけでもアメリカ APA促進政策が大きい成果を上げていると評価できる 39）」

としており、日本においても、「訴訟なき税務行政」を推進する上で、米国の「事前価格決

定合意」制度は大きな示唆を得ることになる。

　現在においては、内国歳入法典 482 条、“Procedures for Advance Pricing Agreements（Rev.

Proc. 2015‒41）”、“Proposed Revision of Procedures for Advance Pricing Agreements（Notice 2013

‒79）”、“MEMORANDUM FOR TREATY AND TRANSFER PRICING OPERATIONS” April 

2023、での取扱いとなっている。

4.2　米国 2023 年事前価格決定 （APA）に関する年次報告書

　IRSは、2023 年 3月に IRS, “The Advance Pricing and Mutual Agreement program’s annual report 

on advance pricing agreements for 2022” March 27, 2023 を公表している。2022 年の APA 統計は、

以下のとおりとなっている。

2022 年の APA統計

片側 二国間 多国間 トータル

提出された申請 22 154 7 183

実行された APA 10 66 1 77

2022 年 12 月 31 日現在、申請中の APA 54 480 30 564

2022 年の更新 10 32 0 42

2022 年 12 月 31 日現在、更新保留中
（繰越）

37 185 15 237

2022 年に取消または中止 0 0 0 0

2022 年に取り下げられた申請 1 5 0 6

出所）IRS,“The Advance Pricing and Mutual Agreement program’s annual report on advance pricing agreements 
for 2022”March 27, 2023.米国の APA統計では、① Filed 1991‒1999、② Filed 2000‒2021、③ Filed in 
2022、④ Total Filed 1991‒2022 とわけているため、図表では 2022 年度を抽出している。著者作成。

　2022 年に実行された APAの対象取引のほとんどは有形資産（棚卸資産）の販売またはサ

ービスの提供としている。約22%は無形資産の使用に関係している。IRSは無形資産取引を、

APMAプログラムのインベントリの中で最も困難な取引であると指摘している。
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　APAの完了に必要な期間の中央値は、2022 年には 43.4 か月に増加し、2020 年の完了時間

の中央値（32.7 か月）よりも長くなっている。

4.3　APMAプログラム

　米国 IRSは、APA年次報告を踏まえた上で、納税者の適合性を判断できるようにすること

を追求し新たな「APMAプログラム（以下、APAMという）40）」を導入している。IRSは、

今回の手続き変更の目標は、「提案される APAを成功に導く障害となる可能性を早期に特定

するメカニズム及び他のWorkstreamを確実にする機会を提供して、APAの質と適時性を向

上させること 41）」としている。

　APMAでは、これまでの効率性の向上のために定められた一連の作業や優先事項、いわゆ

るWorkstreamを再検討しているところに大きな特徴がある。

　今回の APMAの変更は、APAの初期プロセスを抜本的に変えるものとなっている。

APMAでは、今後 APA申出を、第 1段階である事前相談、及び第 2段階である APA申出書

の提出と、厳密に 2段階に分けて検討する。各段階において、APMAでは、納税者の APA

申出を受理しない。納税者に対して ICAPへの申請を事前審査結果として勧告する。または、

調査（共同または国内）で処理することがより適していると示すことができるとしている 42）。

この変更により、APAの申出件数が減少する可能性があるとしている。

　さらに、APMAでは、新規 APAを検討している、もしくは APAの更新を検討している企

業にも関連していくことになる。これらは、定義を厳格にしたレビュープロシージャーを導

入して評価している。これは、APAプロセスのベストを選択することを目的として、問題解

決のために使える他のツールを探すことがあげられている。

　また、IRSは、各貿易相手国との交渉の経験（地域別に）に基づいてフォーカスを見直し、

フォーカスの置き方を見直している。とりわけ最初の時点、プログラムに受理をするかしな

いかの時点に注目しているところにも特徴があるといえる。

　今後は、APA レベニュープロシージャーガイダンスの公表により、より効率的な取り組み

が模索されている。

　APMAガイダンス自体には、詳細なWorkstreamはないが、Alston & Birdのパートナー

Richard L. Slowinski、シニアアシスタント Stefanie E. Kavanaghが実務上、フローチャートで

表現できるとしている。APA、MAP、ICAPの効果等と、とても理解しやすいため下記、図

表を引用している。
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図表 1

出所）Richard L. Slowinski, Stefanie E. Kavanagh, “Discussion of U.S. Tax and Transfer Pricing Developments” 
日本租税研究協会令和 5年 8月 29 日開催の会員懇談会資料 22 頁。『租税研究』第 889 号（2023）。

図表 2
Brief Comparison of APA, MAP & ICAP

APAs MAPs ICAP

Objective Prevent future disputes Resolve actual disputes Prevent future disputes

Outcome Binding agreement Binding resolution of dispute Outcome letters providing 
comfort and possible resolution 
of specific issues

Years Covered 5+ years, some prospective, 
potential rollback

Past years subject to audit and 
assessment

1-2+ completed years plus 2 roll 
forward years

Right of Access Discretionary but routinely 
granted

Matter of right for eligible 
taxpayers and issues

Discretionary and selective

Number of Tax
Administrations

1 (unilateral), 2 (bifateral), 3+ 
(multilateral) 

2 or more 3 or mare

Information Required Extensive Issue specific, but usually 
moderate

Limited; prescribed 
documentation packages

User Fee Yes, in US and many countries No No

Typical Time to
Complete

~2-4 years ~1.5-2.5 years ~1 year

Taxpayer Participation Significant interaction with tax 
authority (ies) but not during
govermment-govermment 
negotiations

Modest interaction with tax 
authoritles and not during 
govermnent-government 
negotiations

Significant interaction with 
tax authorities to inform 
tax authorities of taxpayer’s 
operations and transfer pricing

出所）Richard L. Slowinski, Stefanie E. Kavanagh,同資料 27 頁。

Flowchart for New APMA Guidanc

1. Taxpayer files prefiling
memorandum

2. Prefiling Memorandum
Review Team reviews
prefiling memorandum

3. prefiling Memorandum 
Review Team sends 

recommendation to APMA 
Frontline Manager (FLM)

6. APA Submission Review
Team reviews APA request

5.If APA is recommended,
Taxpayer files APA request

4. APMA FLM informs
Taxpayer of

recommended action

7. APA Submission Review
Team sends 

recommendation to
 APMA Assistant Director

8. APMA FLM informs
Taxpayer of

recommended action

9. APA process
commences if APA
request is accepted

If APA is not 
recommended,

APMA FLM informs
Taxpayer of alternative

workstream

If APA raquest is not accepted,
APMA FLM informs Taxpayer of

alternative workstream
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５　むすび

　本稿では、事前確認・相互協議手続について日本、OECD、米国とみてきた。

　近年各国ともに、事前確認・相互協議が殺到する理由としては、所得の蓋然性がある場合

を除き、『OECD移転価格ガイドライン 2017』により本格的に機能リスク分析を主とした実

質課税が影響していると考えられる。米国においても、移転価格課税の強化 43）を行い、新

興国では、移転価格課税の導入（適用）を始めている。いわゆる、各国移転価格課税の適用

が増えてきている（手法が馴染んだ）ともいえる。また同時に移転価格訴訟も増えてきてい

るのも現状である。場合によっては、相互協議の決裂である日本は経験したことのない仲裁

も今後あり得ると考えられる。

　本稿で検討を行った事前確認・相互協議の多くは移転価格のケースであり、移転価格税制

は、移転価格税制の性格上、業種の特徴や市場の状況（比較可能性）、取引状況、独立企業

価格の算定方法が異なることから、適正および的確な調査（執行）が求められる複雑な制度

である。そのため、事前確認の法化 44）も今後必要と考えられる。これは各国と比した場合

の権限ある当局が与える法的拘束力の影響が大きいためと考えられる。

　また、日本においては、相互協議手続（MAP）の繰越件数が増えてきている状況がある。

BEPS行動計画 14 のMAP統計の相互監視の観点からも米国の APMAプログラムの導入も一

案であると考えられる。日本においても、繰越件数が増えてきている現状を鑑みると点検が

求められる。

注

1）OECD,“Making Dispute Resolution Mechanisms More Effective － Consolidated Information on Mutual

Agreement Procedures 2023” 2023.
2）https://www.oecd.org/tax/forum-on-tax-administration/events/oecd-tax-certainty-day.htm

3）事前確認制度は、英語では、Advance Pricing Arrangementまたは、米国では、Advance Pricing

Agreementと呼び、APAと短縮して呼ぶことが多い。米国では、事前価格合意（Advance Pricing

Agreement）は、IRSと納税者との「拘束力のある契約」であり、これにより IRSは、納税者が合
意した移転価格算定方法に従って対象年度の税務申告書を提出する場合当該対象取引については、
IRC482 に基づく「移転価格調整」いわゆる移転価格課税を行わないことに合意するものである。そ
れに対し、日本においては、OECD同様に Advance Pricing Arrangementという用語を使用している
ことから。確認の意味合いで使用されている（本庄資「米国の移転価格課税（11 回）事前価格決定
合意Ⅰ」『税経通信』第 63 巻第 7号（2008）、184 頁、201 頁）。金子宏教授は、事前適正価格合意制
度と訳されている（金子宏「アドヴァンス・ルーリングについて」（社）研究情報基金「多国籍企業
課税の諸問題」83 頁。金子宏『租税法理論の形成と解明　上』有斐閣（2010）に収録）。
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4）国税庁、「事前確認の概要」2010.11 月、1頁。
5）国税庁、「事前確認の概要」2010.11 月、1頁。
6）金子宏「移転価格税制の法理論的検討－わが国の制度を素材として－」金子宏『所得課税の法と
政策』有斐閣（1996）、385 頁。
7）本庄資『国際租税法』大蔵財務協会（2005）、416 頁。
8）本庄資『国際的脱税・租税回避防止策』大蔵財務協会（2004）、510 頁。
9）本庄資「Transfer Pricing Taxation in Japan」（1991）International Fiscal Association.

10）また、中里実教授は、事前の紛争回避のための手続の必要性の視点から、「事前確認制度は、課税
庁と納税者との間の将来の紛争を事前に回避すること（中里実「国家目的実現のための法－公的介
入の諸形態に関する覚書」『行政紛争の処理と法理と課題－市原昌三郎先生古希記念論文集』法学書
院、58‒59 頁）」が目的であると述べている。
11）国税庁発表資料においては、「ユニラテラルの事前確認及び相互協議を伴う事前確認」と表現され
ている。
12）国税庁「別冊　移転価格税制の適用に当たっての参考事例集」、120‒125 頁。
13）調査期間中の取扱いは、日本独自と考えられる。OECD 「移転価格プロフィール」参照。本論点に
ついては、本稿では論じない。ただし、6‒23 における「確認対象事業年度前の各事業年度」につい
てはこの限りではない（事務運営指針 3‒23（1）及び（2））。
14）国税庁「移転価格事務運営要領」の一部改正について、（事前確認の方針）6‒1
15）なお、事前確認の処理促進の若干の諸問題については、相互協議相手国との関係、納税者の資料
作成に要する期間や資料提供に対する協力度合いなども影響することから、わが国の税務執行当局
だけでは解決できない部分もある。詳しくは、田畑健隆「移転価格税制の執行について」『ファイナ
ンス』第 499 号、（2007）参照。
16）事前確認は納税者の申出により開始されるが、移転価格事務運営要領 6‒2（1）において、「法人
から事前確認の申出が行われた場合には、所轄税務署長等は、これを収受する。 なお、事前確認の
申出を行おうとする法人が事前相談を行っていない場合には、所轄税務署長等は当該法人に対して、
事前相談を行った上で事前確認の申出を行うよう指導する」と事前相談を行ったうえでの取扱いと
なっている。
17）移転価格事務運営要領は、通達のソフトローである。本来は法化すべきであると考えられる。ソ
フトローとしての取扱いについては、今後の課題となっている。
18）国税庁「「相互協議の手続について」の一部改正について」2005 年 6 月 8 日、移転価格事務運営
指針 1‒1。
19）正式申請書類は、移転価格事務運営要領 6‒3 で示されている。
20）「相互協議の手続について（事務運営指針）」、「相互協議手続に関するガイダンス（Q&A）」令和 4
年 4月、租税条約等実施特例省令第 12 条第１項《租税条約の規定に適合しない課税に関する申立て
等の手続》、租税条約等実施特例省令第 13 条《双方居住者の取扱いに係る協議に関する申立ての手
続》、相続税条約実施特例省令第３条第１項《二重課税に関する申立ての手続》の規定。OECDが公
表する各国の「MAPのプロフィール（Mutual Agreement Procedure Profiles）」も参照されたい。
http://www.oecd.org/tax/dispute/country-map-profiles.htm

21）日本では、「移転価格事務運営要領」という方針に基づき行われるが、源泉地国の税務当局は、（1）
適用対象法人（法 12 条）の内容、（2）租税回避・ATP（Aggressive tax planning、anti-abuse）への内
容、（3）相互協議のみで解決できる内容、（4）申告前調査、調査予備会合の和解内容 、（5）移転価
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格調整金による内容、（6）OECDモデル租税条約でいう 5条から 9条までが適用範囲の内容、（7）
相互協議と訴訟との優位性の内容、（8）相互協議のガイダンスの提供、（9）相互協議の申立ての期
間制限、（10）相互協議結果の公表、（11）マルチラテラル相互協議、（13）相互協議中の徴税の取扱
い、（14）相互協議に係る手数料、（15）添付書類・部数、（16）根拠となる条文等と各国の税務当局
の取扱いや納税環境は異なる。
22）条約締結等により、増えることが想定されるため、詳しくは、最新の「相互協議規定を含む租税
条約等の締結国・地域」を参照されたい。
23）米国では、APAの取消により、訴訟が起きている。The case is Eaton Corp. v. Commissioner, Nos. 21-
1569/2674（6th Cir. August 25, 2022）．参照。例えば、日本においてはベストメソッドと評価方法を合
意していようとも、それが何年間有効なのか明確ではない。この論点は今後の課題となる。

24）詳しくは、大城隼人「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、円安の下での移転価格税制」『院
会計プロフェッション研究』第 18 号（2023）、同「景気後退期の移転価格税制－事前確認における
課題を中心として－」『企業法研究』第 23 号（2011）参照。
25）OECD, “Eight FTA members kick off multilateral tax risk assurance programme to provide early certainty 

for tax administrations and MNEs” 2018. OECD, “International Compliance Assurance Programme 

Pilot Handbook 2.0” 2019. OECD “International Compliance Assurance Programme: Handbook for tax 

administrations and MNE groups” February 2021.
26）日本においては、独自の J－CAPが 2023 年 10 月よりスタートしている。事前確認、ICAPとある
ものの別々の運用（ICAPは、相互協議室とは別室で運用）がされているようにも見受けられる。こ
の点は今後の課題といえる。

27）https://www.oecd.org/tax/dispute/

28）OECDから「What is the role of the OECD Transfer Pricing Guidelines under your domestic legislation?」
という質問に日本のプロフィールでは、「必要に応じ OECD移転価格ガイドラインを参考にし、適
切な執行に努める」とし、移転価格事務運営要領 1‒2（3）をプロフィールで示している。移転価格事
務運営要領 1‒2（3）において「移転価格税制に基づく課税により生じた国際的な二重課税の解決には、
移転価格に関する各国税務当局による共通の認識が重要であることから、調査又は事前確認審査に
当たっては、必要に応じ OECD移転価格ガイドラインを参考にし、適切な執行に努める」としてい
る。

29）OECD移転価格ガイドラインと相互協議との法的観点、拘束力については、本稿では論じない。
30）OECD “Manual on the Handling of Multilateral Mutual Agreement Procedures and Advance Pricing 

Arrangements” 2023. OECD, “Enhancing Tax Certainty” February 2023.も参照されたい。
31）行動 14 勧告においては、21 の要素と 12 のベストプラクティスで構成されており、次の 4つの主
要分野における管轄区域の法的および行政的枠組みを評価していく。①紛争の防止、②MAPの可
用性とアクセス、③MAPケースの解決、④MAP契約の実施。
　他、主な勧告は次のとおり。
1.3 各国は、適時に相互協議事案を解決することにコミットすべきである。各国は平均 24 か月以内
に相互協議事案を解決するよう努めることにコミットする。当該目標の達成に向けた各国の進捗
状況は、構成要素 1.5 で述べられる合意された。
報告枠組みに従い作成される統計に基づいて、定期的に審査される。
1.6 各国は、ミニマムスタンダードの遵守状況について、FTA MAPフォーラムにおける参加国によ
り審査を受けることにコミットすべきである。
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2.1 各国は、相互協議手続を利用するための規則、ガイドライン及び手続を公表するべきであり、納
税者が当該情報を利用できるよう適切な措置をとるべきである。
各国は、相互協議に係るガイダンスが明確であること及び公に容易に入手できることを確保す
るべきである。OECD, “BEPS Action 14 on More Effective Dispute Resolution Mechanisms” Updated 

December 2022 も参照されたい。
32）2013 年 5 月、各国間の相互協議の実効性を高めるため、その執行面の改善や効率化を図る検討の
枠組みとして、OECD、FTAの下に設立された。

33）本稿では、効率化の追求を言及していたため、詳細については、HPでの各統計等の詳細を参照さ
れたい。https://www.oecd.org/tax/dispute/mutual-agreement-procedure-statistics-2022-per-jurisdiction.htm

34）https://www.oecd.org/tax/forum-on-tax-administration/events/oecd-tax-certainty-day.htm

35）バイラテラル APAは、「米国と外国税務当局との合意」を結合させるものであり、通常、納税者
は当該対象取引に係る所得が米国と当該外国との二重課税を受けないことを保障する。

36）詳しくは、本庄資『アメリカの移転価格税制の執行』日本租税研究協会（2009）、247‒249 頁、本
庄資「米国の移転価格課税（11 回）事前価格決定合意Ⅰ」『税経通信』第 63 巻第 7号（2008）、184
頁、201 頁参照。

37）GAO “IRS Initiatives to Resolve Disputes over Tax Liabilities” GAO/GGD97‒71, 1997.
38）既存の Announcements and Report Concerning Advance Pricing Agreements参照。
39）本庄資「米国の移転価格課税（11 回）事前価格決定合意Ⅰ」『税経通信』第 63 巻第 7号（2008）、
184 頁、201 頁

40）米国内国歳入庁（IRS）、条約及び移転価格業務局（TTPO）局長代理は、“MEMORANDUM FOR 

TREATY AND TRANSFER PRICING OPERATIONS EMPLOYEES　 Interim Guidance on Review and 

Acceptance of Advance Pricing Agreement (APA) Submissions” April 25, 2023 を公表。IRS, “The Advance 

Pricing and Mutual Agreement program’s annual report on advance pricing agreements for 2022” March 27, 
2023
41）IRS, “ANNOUNCEMENT AND REPORT CONCERNING ADVANCE PRICING AGREEMENTS” March 

27, 2023. p2‒4.
42）現在のところ IRSは納税者に ICAPと共同調査を検討するよう促すことでその目標が達成できる
と考えている。ICAPは、その制度を利用するための申請手数料がかからない。必要書類も少なく、
平均的な APAにおける交渉よりも迅速な手続きとなっている。また、多国間・地域間で合意するこ
とができ、関係政府が取引を再審査しないという安心感や現実的な確実性をもたらす。
一方、納税者が共同調査の可能性に興味を示すかは分からない。しかし、調査では、納税者にとっ
て重大なリスクとリソースを伴うことが多くなる。さらに、IRSには合同調査の経験がほとんど無
いともいえる。これは、納税者が IRSの教育訓練の機会となる可能性もある。

43）IRSニュースリリース、IR‒2023‒194、2023 年 10 月 20 日。
44）大野雅人教授も事前確認の法制化を主張している。大野雅人「事前確認の法制化は何故必要なの
か」『筑波ロー・ジャーナル』第 16 号（2014）。
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